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別 紙 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 本市は、山口県西部のほぼ中央に位置し、海に面していない標高 500ｍ規模の山々

に囲まれた地域です。総面積は 472.64 ㎢であり、東は山口市、西は下関市、南は宇

部市、山陽小野田市、北は長門市、萩市に隣接している。 

また、東アジアの韓国とは、下関港を経由し、台湾については、福岡国際空港を経

由するなど主要都市との交流が可能となっている。 

 本市の人口は、令和 2 年国勢調査で 23,247 人と 3 万人を下回っており、平成 27

年国勢調査の 26,159人から 2,912人減少となるなど、年々減少傾向にある。 

産業特性の構成比の推移を見ると、第一次産業及び第二次産業は就業者数、割合と

も大幅に減少しており、令和 2年では第一次産業が 11.4％（1,273人）、第二次産業

が 26.9％（3,027人）となっている。一方、第三次産業は、就業者数は減少している

ものの割合は増加しており、令和 2年で第三次産業は 61.7％（6,941 人）になってい

る。山口県平均から比較すると、第一次産業の構成比が多く、第三次産業の構成比は

若干少なくなっている。 

また近年、ドラッグストア等チェーン店進出に伴い、中小零細の小売店が撤退を余

儀なくされるケースが見受けられ、市内経済の縮小が懸念されている。 

（国勢調査） 

 

本市では、鉱工業部門においては県内他市町と比較しても上位にランクされ、工業

都市の色彩を強くしているところである。しかし、中小企業を取り巻く環境は、急激

な少子・高齢社会の到来や地域間格差、経済のグローバル化などにより、厳しい状況

下にあり、市内中小企業数の減少、人手不足、後継者不足等が進んでいる状況から脱

却するために、様々な施策を講じているところである。 

さらに、このような経済状況の中、地域の特徴を生かした商工業の振興や活力ある

地域経済を推進するとともに、産業間の様々な結びつきを強めながら、新しい産業の
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創出による雇用の場の確保と人材の育成に努めていく必要がある。 

また、消費者のライフスタイルの多様化、少子高齢化による人口の減少に加え、商

業機能をはじめとした多様な機能が郊外へと分散した結果、市街地は小売業の衰退と

コミュニティの場としての魅力が減少し、市民の購買や就労場所は大規模小売店舗や

市外への流出が目立ち始めている。そこで、商工業者に対する経営相談、経営改善普

及事業などの商工会の事業を支援するとともに、購買力の地元定着、新規店舗開業の

一部支援による商店街の活性化を図ることにより、経営基盤の強化が求められる。 

今後、地域を牽引する産業を強化することにより、市全体の産業の活性化を目指す

とともに、市内工業団地等への企業誘致活動を推進し、雇用の創出と地元経済の発展

に努めていく。 

（平成 28 年～令和元年は経済産業省「工業統計調査」※従業員 4 人以上の製造業に

分類される事業所の値、令和 2年は「令和 3年経済センサス-活動調査」の値である。） 



（２）目標 

 中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定し、

中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、設備投資が活発な自治体の１つとなり、

更に経済発展していくことを目指す。 

これを実現するための目標として、計画期間中に１０件程度の先端設備等導入計画

の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

「多様な産業の活性化」「新産業の創出」「産品、製品、加工品などの高付加価値化」

などによる経済的波及は多方面に及ぶことから本計画において対象とする設備は、中

小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 美祢市全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

地域を牽引する中核産業の強化と交流人口の拡大等の機会を活かした市全体の産

業の活性化を図るために本計画において対象とする業種は、全業種とする。 

 市全体の産業の活性化を図るために対象区域を市内全域とし、対象業種を全業種と

しているので、生産性向上に取り組もうとする事業者は、多岐に渡る業種に及ぶと想

定されることから、本計画においては、労働生産性が年率３％以上に資すると見込ま

れる事業であれば、幅広い事業を対象とする。 

 ただし、本市における経済及び雇用を支える中小企業等の生産性向上を支援するこ

とから、原則として市内に事業所、営業所及び支店等を設置しない事業者が行う事業

で、雇用の創出や地元経済の発展への寄与が認められないと判断される事業は対象外

とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

原則３年間とする。ただし、３年で９％の労働生産性向上が見込まれなくとも、４

年で１２％、５年で１５％達成可能であれば、計画期間を４年間、５年間とする。 



５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

その事業活動が公序良俗に反する社または個人、反社会的勢力との関係が認められ

る社または個人、その他先端設備等の導入により人員削減を目的とする等、市長が導

入促進基本計画の主旨に不適当と認める先端設備等導入計画は認定の対象としない。 

 

（備考）  用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とする。 

 


